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Abstract 

 ２ ０ ２ ６ 年 か ら ２ ０ ３ ０ 年 を 目 指 し て 設 定 さ れ た SDG ｓ （ Sustainable 

Development Goal）であるが、２０１９年から２２年まで続くコロナ禍に加え、２

０２２年２月２４日に勃発したウクライナ戦争により逆風にさらされている。特に

目標１：極度の貧困と飢餓の克服、目標１３：気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる、は強い逆風にさらされている。２０３０年の SDGｓ目標の

達成には不透明感が増している。日本はこれにどう対応すべきか。SDGｓに関連した

日本の国際協力の中でも、水分野の協力、母と子の健康手帳を使った協力、環境分

野での協力はいずれも地域社会を巻き込み一緒に問題解決能力を育てていく日本な

らではの国際協力の成功例である。今後の国際協力のモデルとして受け入れ国に引

き継ぎ、協働し、受け入れ国による支援プログラムとして後方支援を行いつつさら

に進化・発展させる必要があります。とはいえ、２０３０年の SDGｓ目標の達成に

は不透明感が増していることには変わりはない。 

 

SDGｓ最新の動向 

 さて２０１６年に出発して６年間を経過した SDGｓの現況を振り返ってみよう。

う。SDGｓの 17 の目標は、MDGｓが途上国に対する国際協力の目標であったのに対

し、先進国も含む世界の官民を挙げての国民運動として展開し始めている。子供の

貧困や女性差別に対してこれを是正しようとする普遍的価値観をさらに推し進めよ

うとしている。 

 SDGｓのＳはサステナブル（sustainable）の頭文字であることは周知のとおりで

あるが、その取り組みの自立発展性（sustainability）を確保するためには、自然

環境や公共政策あるいは人材の確保や紛争の回避など外部条件がプロジェクトを安

定的に支えることが必要である。それは先進国においても同様で、女性だからとい

ってその才能が開花できない社会では、人材の確保はおぼつかない。女性が公平な

機会を与えられ無理なく活躍できることが、SDGｓの取り組みを成功に導くことに

つながるのである。２０２２年７月の参院選挙の結果、女性議員の比率は３分の１



近くにまで達したが、望ましい変化が日本社会にもたらされていると言えよう。う。

気候変動はどうでしょう。毎年のように来襲する台風は近年狂暴化し被害が拡大し

ている。国土交通省の統計によると水害の被害は１９９５年は１、６２２億円。２

００４年は４３６０億円（１９９５年比２．６倍）、２０１８年２兆１，８００億円

（１９９５年比１３．４倍）に達している。中でも福島（６，８２３億円）、栃木（２，

６１０億円）、宮城（２，５３０億円）の被害は甚大である。対策として日本政府は

２０３０年度に CO2 排出を４６％削減し、２０５０年までに CO２排出をゼロとする

脱炭素社会実現の目標を掲げている。1自然災害や感染症の蔓延は、それまで積み上

げてきた開発努力を台無しにしてしまう巨大な力であり、これをコントロールする

ことは先進国にとっても重要なテーマである。 

 ２０２０年現在の SDGｓ達成状況は国連報告（Sustainable Development Report 

20202 pdf）によると、その達成度が最も高いのはスエーデン、デンマーク、フィン

ランドの北欧諸国である。その後西欧諸国が続き、日本は１７位（2020）、18 位(2021)、

19 位（2020）と 3 年連続でランクダウン、米国は４１位（2022）、中国は５６位（2022）

とされている。コロナウイルスの世界的蔓延（パンデミック）は SDGｓの目標達成

に打撃を与えている。以下目標ごとに詳しく見ていきます。 3 

目標１あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

２０１９年に世界の貧困総人口は８．２％にまで低減した。しかし、２０２０年

には８．８％に悪化。南アジアとサハラ砂漠以南のアフリカ諸国で深刻である。4２

０２１年の報告書では、コロナウイルス感染症により極度の貧困は増加。２０２０

年には新たに１億１，９００から１億②，４００万人が極度の貧困に追いやられた

としている。5各国政府は１，６００件の新型コロナウイルス感染症対応の社会保障

措置をとったものの４０億人はこれを受け取っていないとも述べている。結果２０

３０年になっても世界の７％の人口が依然として極度の貧困状況から脱却できない

であろうとも指摘している。 6 

 
1  日経報道では世界で最も大量の CO２を排出している中国（２０１８年現在世界全体の２

８．５％を占める）は２０３０年に排出量をピークアウトさせ、２０６０年までにこれをゼロ

にする目標を掲げている。  
2  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/  
3 https://www.asahi.com/sdgs/article/14635843  
4  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/    
5https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_dev
elopment/2030agenda/sdgs_report/ 
6 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 



目標２の飢餓の撲滅も苦戦している。 

パンデミックによる食料の生産と配給の混乱は子供の栄養失調をもたらし、２０

１９年度の５歳以下の低栄養の子供は６．９％（４７００万人）となりさらなる悪

化が懸念されている。7さらに、サバクトビバッタによる農作物への被害は東アフリ

カやイエメンで３５００万人に食料不安を引き起こしている。ウクライナ戦争は食

料不安をさらに悪化させている。世界の小麦生産量は７億６，５７６万トン（２０

１９）。輸出量は１億９，６７８万トン（２０１７）。米、加、仏、露で６４％を占

めている。8ロシアは黒色土が分布する南部を生産適地とし、近年生産量や輸出量が

増加している。２０２１年の小麦輸出の TOP５か国はロシア（３，３００万トン）、

EU（２，９５０万トン）豪（２、７００万トン）米（２、１７５万トン）加（１、

５５０万トン）でした。ロシアは２０１８年より２１年まで TOP の座を占め２０２

２年には４、０００万トンの輸出ができると想定されていた 9。この分が欧米からの

制裁でほぼストップ。中東（特にイエメン）、東アフリカ（特にソマリア及びエチオ

ピア）では大規模な飢餓の発生が迫っている。 

 

図 1：世界の小麦輸出上位９か国 

10 

 
7  同上  
8  宮地秀作「経済は統計から学べ」２０２１年ダイヤモンド社  
9  USDA World Markets and Trade 
10 https: / /bigissue-online.jp/archives/1080359326.html 



2018 年のデータ（上図）ではウクライナは世界第 5 位の小麦輸出国で、その量は

1,691 万トン。黒海の積出港が封鎖されているため、欧米からの制裁で決済ができ

ないロシア分に加えると 5,000 万トン近くの小麦が輸出されない状況にあります。

トルコの仲介で国連を交えてウクライナの小麦の積出が合意された翌日、積出港の

オデッサがロシア軍によるミサイル攻撃を受けるなど状況は混迷を深めている（２

０２２０７２４NHK 報道）。 

更に肥料価格の高騰も国内での増産を阻んでいる。日経新聞によれば。肥料の主

要産地であるロシアは供給を停止。黒海からの積出保険コストの増加で海上輸送が

ストップ。欧州肥料メーカーも天然ガスの値上がりから減産せざるを得ない状況に

追い込まれている。ロシアは肥料輸出の１３．３％（６６６億ドル:約７兆９０００

億円）をブラジルへ、中国は輸出量の１１．４％を占めているが主にインドへ供給

している。 11途上国自身による増産も難しい状況となっている。 

国連広報センターは２０２０年には世界全体で 7,000 から１億 1,600 万人が新た

に飢餓を経験し、５歳未満児の２２％にあたる１億４，９００万人が発育阻害に、

６．７％にあたる４，５４０万人が消耗性疾患を経験したと指摘している。 12 

結果目標３の健康水準も悪化している。 

コロナ以前の２０００年に１０００人当たり７６人であった５歳未満児死亡率

は、２０１８年には３９人にまで半減した。しかしパンデミックにより医療機関へ

のアクセスが制約を受け、予防接種ができないなどの事態が発生。HIV や結核、マ

ラリア、デング熱などによる死亡の増加が懸念されている。13COVID19 自体の感染も

脅威である。２０２２年７月２２日午後４時現在の統計と 8 月 16 日午後 5 時 14を比

べると感染者は世界で５６７，８８１，８６２人→591、192、492 人に増加。わずか

24 日間で２，３３１，０６３人の増加。これは４．１％増に当たります。死者は６，

３８０，６２０人→6、437、953 人に増加（世界）している。こちらも同じ期間に５

７，３３９人増加。ただし死者のほうは０．８％増にとどまっている。 

感染者で見ると米国が最も多く９０，２００，４３８人→９３、０２６、６４７、

続いてインド４３，８２５，１８５人→44、277、194 人、フランス３３，５４６，

６２８人→３４、４０６、２９６人、ブラジル３３，５０５，７２７人→34、178、

 
1 1  日経新聞 ２０２２年３月２７日朝刊  
12 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
13 https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
14 朝日新聞 2022 年 8 月 17 日朝刊  



240 人、ドイツ３０，２３９，１２２人→31、599、085 人、英国２３，４２１，５

７４人→23、634、821 人、イタリア２０，４６７，３４９人→21、509、424 人。日

本も１０，８００，１０３人→１５、７９５、１５６人（まさかの４６．２％増）

と急増している。15日本は第７波では連日２０万人を超す感染者が報告されており、

医療体制がひっ迫し、まったく予断を許さない状況となっている。結果感染者はス

ペインを抜いて 11 位に。死者数は 3 万 5、402 人。24 日間で 3、656 人増加。順位

は 13 位となった。感染者に比べて死者数の順位が低いのが救いである。第 7 波の株

は南アフリカから出てきたオミクロン株。南アフリカで感染が流行した際に WHO の

TOP であるテドロス氏が世界同時接種を呼びかけた。途上国の問題解決は先進国の

問題解決に不可欠だと。あの時に行動できていればと悔やまれる。 

 

死者数は米国１，０２６，２９４人→1、037、461 人、続いてブラジル６７６，４

８６人→６８１、５５７人、インド５２５，８７０人→５２７、０９８人、ロシア

３７４，２９８人→３７５、４１３人、英国１８３，４１５人→１８６、７９８人、

イタリア１７０，５２７人→１７４、１０２人、フランス１５２，２７７人→１５

４、１０４人、ドイツ１４３，０６１人→１４５、８３８人、アルゼンチン１２９，

２０２人→１２９，５６６人、スペイン１０９，６４２人→１１１、６６７人。一

方日本は３１，７４６→３５、４０２人である（１１．５％増）。世界全体が０．４％

増であるのに対しその増加ぶりは異常である。終息には程遠い状況である。 16 

通常健康水準を測定する指標には平均余命、乳児死亡率、妊産婦死亡率の 3 指標

が使われます。世界全体の平均余命は２０００年６７．５５歳、２０１０年７０．

５６歳、２０１９年７２．７６歳まで伸びている。しかし２０２０年には７２．７

５歳に下落している。 乳児死亡率は１０００人当たりの死者数を取ります。世界全

体の乳児死亡率は１９９０年，２０１９年を比較すると６５人が２８人と着実に改

善している。 

最も深刻なのはアフリカであるが、シエラレオーネでも１５４人が８１人に改善。

アンゴラも１３１人が５０人に、ソマリア１０７人が７４人に中央アフリカ共和国

は８４人が５０人にと続きます。南アジアではパキスタンで１０７人が５６人に、 

 
15 ２０２０年１月３０日 WHO は緊急事態宣言を発出した。毎日新聞

https: / /mainichi.jp/articles/20220723/k00/00m/030/302000c 
1 6  日経新聞２０２２年７月２３日朝刊１３面  



表―１：世界の COVID19 感染者及び死者数   表－2 世界の COVID19 感染者と 

 （２０２２年７月２２日現在）     死者数（2022 年 8 月 16 日現在） 17           

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インドは８９人が２８人に改善している。 18妊産婦死亡率は１０万人当たりの死亡

数を取ります。２０００年には世界全体では３３０人、２０１３年には２１０人に

まで改善したが２０１7 年には２１1 人と悪化している。日本も例年２人で推移し

てきたが５人に悪化、米国は１９人にまで悪化している。 19 

WHO は２０２２年７月２３日サル痘が急速に拡散しているとして緊急事態宣言を

発出した。同日現在米国では２９００人以上の感染の報告があり、特にニューヨー

クでは９００人以上の感染が確認されている。 20 

国連広報センターは世界の９０％の国々がコロナ禍により、それまでの必須医療

サービスを提供できなくなり平均寿命が短くなった、１０年間積み上げてきたリプ

ロダクティブヘルスの前進がストップあるいは後退、医療従事者の人材不足が顕在

化したと指摘している。 21 

目標４の普遍的教育の確保への影響も懸念されます。 22 

 普遍的教育の普及は、1990 年にタイのジョムチェンで開催された万人のための世

界教育会議 23から世界が目指すべき目標として取り上げられ、国際協力の方向に大

 
17 日経新聞 ２０２２年８月１７日朝刊１１面  
1 8  世界子供白書２０２１（UNICEF）

https: / /www.unicef.or.jp/sowc/pdf/UNICEF_SOWC_2021_table2.pdf 
1 9  https: / /www.unicef.or.jp/sowc/pdf/UNICEF_SOWC_2021_table3.pdf 
20 毎日新聞 https://mainichi.jp/articles/20220723/k00/00m/030/302000c 
21 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
2 2  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
2 3  １９９０年タイのジョムチェンで１５５か国代表、国際援助機関、 NGO,研究者らが参加

 

 



きな変化をもたらした。従来の都市型、中央省庁支援型、首都での教材開発と教員

養成、技術教育重視とその地方への展開という方針はやがて、地方への直接支援や

参加型開発、学校運営委員会の形成と資源の分権的活用という方向にシフトした。

ジョムチェンで立てた目標が未達成に終わったことから、2000 年にはセネガルのダ

カールで具体的な実行計画を立て実施を促進する会議が開催された。 24 

この目標は結局未達に終わり、ミレニアム開発目標 25の 2 番目として引き継がれ、

さらに SDGｓ 26の 4 番目の目標として現在に至っている。 

２０１８年の時点で初中等教育を受けられない子供は２億５８００万人にまで

減少したが新型肺炎のパンデミックにより１９０か国以上で休校措置が取られた。

リモートでの授業に対応できない児童は５億人に上ります。アフリカの PC 所有率

は１１％。親も教師も使いこなせない場合も多く、そもそも学校にすら PC やネット

へのアクセスがない場合も多いのが現状である。 

更に新型コロナウイルス感染症はこれまで２０年間の成果を帳消しにしたとも。

具体的には２０２０年の段階で世界の１年生から８年生の子供の９％に当たる１億

１００万人が、最低限の読解力を獲得できなかったと報告している。２０１９年の

段階で就学前教育への参加率は７３％に、初等教育を修了する児童の割合は８５％

に、中等教育を修了する割合は５３％にまで伸びたものの、ここにきてその成果を

 
し、基礎境域の普及は国及び国際社会の義務であること、基礎教育を受けることは人権である

ことを「万人のための教育宣言」として発信。基礎教育の範囲に初等教育のほか幼児教育、識

字教育、ノンフォーマル教育なども取り入れ２０００年までに成人も含めすべての人が基礎的

な教育を受けられる環境をどのように整備するかという「行動枠組み」も採択された。この会

議は基礎教育重視の国際世論を形成するきっかけとなり、国際協力の方向を基礎教育重視に導

くこととなった。  
2 4  ２０００年セネガルのダカールに世界銀行及び国際援助機関の呼びかけで１６４か国の代

表、３５の国際機関、多数の NGO や研究者が集合。ジョムチェンで約束した「万人のための

教育宣言」の目標が未達に終わったことから、基礎教育普及の徹底を再度求めた。６つの目標

が設定され、うち「教育機会の男女格差をなくすこと」「初等教育を２０１５年までにすべて

の子供に受けさせること」についてはミレニアム開発目標（MDGｓ）としても採択された。

さらに「生活改善に役立つ学習内容（ l i fe skill）を盛り込んだ教育を行うこと」など教育の質

に関連する目標も掲げられた。結果として、目標達成に向けた活動の進捗を監視する（モニタ

リング）こと、予算措置の徹底、関係者間の協働体制（パートナーシップ）の強化が強く求め

られることとなった。  
2 5  ２０００年９月に１８９か国が参加した国連ミレニアムサミットで８つの目標を合意し

た。初等教育の完全普及は２番目の目標となりその達成年は２０１５年とされた。  
26 ２０１５年９月の国連サミットでは MDGｓの総括を経て「持続可能な開発のための２０
３０アジェンダ」が合意された。１７の目標、１６９の具体的な達成指標が設定された。対象

は先進国も含む全世界にまで拡大。MＤＧｓでも未達だった初等教育の完全普及はＳＤＧｓの

目標４に盛り込まれた。国連経済社会統計局のデータでは、サブ・サハラ・アフリカ、ラテン

アメリカ・カリブ地域、コーカサス及び中央アジアではほとんど進展がなかったとされてい

る。 https: / /www.mofa.go. jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol134/index.html 



阻害する事態が発生していると指摘している（国連広報センターHP） 27  

 目標５のジェンダー平等も後退している。 

パンデミック以降、女性や女児への暴力の増加、１８歳以下の少女への強制結婚

の増加が特にサハラ以南アフリカで報告されている。そもそもは MDGｓの目標３に

設定されていたが、２０１５年の段階で東南アジア、西アジア、オセアニア地域で

は女性の就労に変化がなく、北アフリカでは悪化している。国会における女性議員

の割合に関しては東アジアとオセアニアでは悪化、東南アジアでは進展がみられな

かった。 28 

２０２２年のジェンダーギャップ指数では日本は１４６か国中１１６位、中国は

１０２位、韓国は９９位と家父長制度の残る東アジア地域は苦戦している。 29 

２０２０年の報告書は国会議員、地方議員、管理職に占める女性の割合はそれぞ

れ２５．６％、３６．３％、２８．２％にとどまること。１５歳以上の女性の３人

に１人は身体的暴力あるいは性的暴力を受けている(2000-2018)、１，０００万人の

女子児童が児童婚を迫られており、コロナ禍による貧困がさらに追い打ちをかけて

いると指摘している。 30 

 目標６は安全な水とトイレの普及を掲げているものの苦戦している。 

サハラ以南アフリカ諸国ではいまだに人口の７５％が手洗い設備へのアクセス

がなく、２０３０年までの完全普及は困難とみられている。この目標は MＤＧｓの

目標７から引き継がれており、２０１５年の時点では２０００年に比べオセアニア、

コーカサス及び中央アジアでは悪化。衛生設備（トイレ）についてはサブ・サハラ・

アフリカおよびオセアニアでは悪化、南アジアでは改善なしという状況である。 31

しかしバングラデシュについては２０１６年の段階で野外排泄をほぼ根絶している。

インドの主要紙 the Hindu はバングラデシュのモデル特に子供たちをトイレ普及の

尖兵とするスタイルは周辺諸国にも大きな教訓となると結んでいる。 32 

 目標７はクリーンエネルギーの普及 

ラ米、カリブ、東・東南アジアでは電気の普及が進んだものの、サハラ以南アフ

 
27 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
2 8  外務省ＨＰ https: / /www.mofa.go. jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol134/index.html 
2 9  Global Gender Gap Report 2022 https: / /www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2022.pdf 
30 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
3 1  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
32 https://www.thehindu.com/news/international/Bangladesh-stops-open-
defecation-to-a-large-extent-in-just-over-a-decade/article60462918.ece 



リカ諸国では 2018 年時点でも人口の 53%が電気のない暮らしをしている。人工呼吸

器など寄付された医療器具も動かせない状況にあります。水力・ソーラー・風力・

地熱への投資は 2017 年時点では世界全体で 214 億ドルに達したが、後発途上国の

シェアは 12%にとどまっている。この目標は MＤＧｓには設定されておらず、比較は

困難である。 

一方日本について指摘すれば図２が現状を表している。 33 

図２：月別の日本全国の電力需給における自然エネルギーおよび原発の割合

(2020 年) 出所：一般送配電事業社の電力需給データより作成 

 

 

 

 

 

 

 

環境エネルギー政策研究所の分析によれば、５月は太陽光が自然エネルギーの割

合を押し上げるがそれ以降は低減。年平均では２５％弱にとどまるとしている。 

 ２０２０年の報告書では世界全体で２０億人が水道を利用できない、３６億人が

トイレを利用できない、２３億人が手洗い施設を利用できないとしている（２０２

０年）。結果１２９か国で２０３０年までに持続可能な形で水資源を確保すること

ができるか予断を許さないとしている。 34クリーンエネルギーの活用は２０１９年

時点で、電力の２５．４％、暖房エネルギーの９．２％、輸送に必要なエネルギー

の３．４％にとどまっていることも指摘している。同報告書は２０１９年の時点で

世界人口の３分の１（２６億人）が三石かまどなど危険で非効率な調理方法に頼っ

ていること、７億５，９００万人が電力へのアクセスがなく、その４分の３はサハ

ラ砂漠以南のアフリカ諸国であると指摘している。 35 

 目標８の働きがいと経済成長の両立はどうでしょう。 

パンデミックにより、２０１９年の世界経済は１．５％のマイナス成長。２０２

 
33 https://www.isep.or.jp/archives/library/13188#_ftn1 
34 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
35 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

 



０年にはさらにマイナス４．２％に悪化している。サハラ以南アフリカ諸国ではイ

ンフォーマル・セクダーで働く人は８９％。中央アジアや南アジアも８６％を占め、

収入が減少している。非正規、自営、日雇いへの影響が大きく、特に女性、障碍者、

若者への打撃が懸念されている 36。また、観光に頼ってきた島嶼国の状況も憂慮さ

れます。２０２２年７月にはスリランカで大統領が民衆のデモにより職を追われる

事態が発生。報道によれば、外国人観光客の流入が望めない中、南部ハンバントタ

港の整備と高速道路建設に時のラジャパクサ政権が外貨を使い果たし、結局は同港

の運営権を９９年間中国に引き渡す約束をしてしまったことへの抗議デモが過激化

したとされている。 37働きがいも経済成長もともに後退しており、厳しい状況が続

いている。中国のインフラ開発支援が結局は債務の罠をもたらすのではないかとの

懸念が広がっており、特にギリシャのピレウス港への支援、パキスタンの高速道路

建設（カシュガル―パキスタン）ミャンマーの石油ガスパイプライン建設など一帯

一路の外交戦略に沿った投資案件が被支援国の外貨不足 38を招いている。 

一方バングラデシュ政府はソナディア島に予定していた深水港建設にあたり中

国の投資を見込んでいたが、債務の罠を警戒し２０２０年１０月これを中止し日本

の共同事業体への振り替えを決定している。 39 

２０２０年の報告書ではコロナ禍により２億５，５００万人分の雇用が失われ、

その規模は２００７－９年の世界金融危機の４倍に相当すること、中でもインフォ

ーマルセクターで働く人々への打撃が大きかったこと、観光客の数は２０１９年の

１５億人が２０２０年には３億８，１００万人に激減したこと、世界の一人当たり

GDP がコロナ禍以前の水準に戻るには２０２３年になるだろうと予測しているが、

第７波の襲来でこの予測にも不透明感が漂っている。 40 

 目標 9 は産業と技術革新の基盤づくり 

コロナの蔓延に伴い製造業や運輸業の成長スピードが鈍化し、サプライチェーン

は崩壊しつつあります。失業が拡大し、労働時間も減少、結果収入は減り貧困は深

 
3 6  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
3 7  NHK 国際報道２２ ６月１５日 債務の罠のスリランカ赤く染まるインド洋の真珠

https: / /www.nhk.jp/p/kokusaihoudou/ts/8M689W8RVX/list/?pastOffset=20 
3 8  中国からの借り入れが GＤＰ比で１０％を超える国にはジブチ（４０％弱）、ラオス（２

３％）、トンガ（２２％）、キルギス（２１％）、サモア（２０％）、アンゴラ（２０％）、コン

ゴ（２０％）、モルディブ（１８％）、タジキスタン（１７％）、バヌアツ（１７％）、カンボジ

ア（１６％）、ケニア（１２％）、カメルーン（１０％）モンゴル（１０％）。国際開発ジャー

ナル２０１８年６月号（Ｎｏ．７３８４－５頁）  
3 9  https: / /www.epochtimes.jp/2020/11/64537.html 
40 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 



刻化している。ただし、２０１８年から１９年にかけてマイナス１４．１％の成長

を経験した中国の製造業は徐々に持ち直し２０２１年にはプラス成長が期待されて

いる。経済の回復には特に小規模事業者への金融サービスが必要であるが、サハラ

以南アフリカで金融サービスにアクセスがあるのは２２．９％にとどまります。こ

のままの状況が続くと世界の地域間格差がさらに拡大することが懸念されている。 

加えて米中対立が深刻化。世界の工場となった中国からの輸入制限がサプライチ

ェーンの分断をさらに深刻化させている。ジェトロの調査によると国内の企業の２

割が影響が出ていると回答。今後についても不安視する声が２割を超えている。 41

２０２０年の報告書はコロナ禍により世界の製造業の生産額が２０１９年から２０

２０年にかけて６．８％下落したこと、航空機を使った移動の需要が６０％減少し

たことを指摘し、その解消には研究開発に対する投資の拡大が欠かせないと指摘し

ているが、その方向性は正しいもののピンポイントでないところが気になります。

42 

 目標１０は階層間・国家間の不平等の是正 

不平等の指標であるジニ係数が０．４を超える国は世界１６５か国中６５か国、

０．５以上は１７か国。ロシア（２００８年０．４３，２０１８年０．３２）43やタ

イ（１９９２年０．４８，２０１２年０．４７，２０１８年０．４３７）44など反政

府運動の背景には不平等があり、放置されれば治安の流動化や民主的政治制度の空

洞化が懸念されます。以下は、2019 年時点での、世界のジニ係数ランキングである。

45 

 

 

この表にはタイもロシアも入っていませんが、ロシアが２０１８年に０．３２に下

がったというのは本当なのでしょうか？ひょっとするとデータ自体を出していない

可能性が濃厚である。ウクライナへの軍事侵攻の背景には格差への国内の不満をそ

 
41 JETRO 調査 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/02c17da085612c3a/20190025.pd
f 
42 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
43 https://www.globalnote.jp/post-2739.html?data_no=8170&post_no=12038 
44https://jp.knoema.com/atlas/%E3%82%BF%E3%82%A4/topics/%E8%B2%A7%E
5%9B%B0/%E6%89%80%E5%BE%97%E6%A0%BC%E5%B7%AE/GINI%E6%8C%
87%E6%95%B0 
45 https://spaceshipearth.jp/gini-coeffcient/ 

1 位  南アフリカ  0.62、2 位ブラジル  0.48、3 位  コスタリカ  0.48、4 位  チリ  0.46、5 位メキシ

コ  0.42、 6 位  ブルガリア  0.40、 7 位  トルコ  0.40、 8 位  米国  0.40、 9 位イギリス  0.37、 10 位  

リトアニア  0.36、 11 位ラトビア  0.34、 12 位イスラエル  0.34、 13 位  ルーマニア  0.34、 1４位  

韓国  0.34、 15 位  日本  0.33 



らす狙いがあるのではないかと疑念が膨らむ。 

 所得分配は社会の在り方と密接に結びついている。その社会の体質といっても過

言ではありません。それが短期間に変わりうるのか、疑問なしとは言えません。タ

イも５位のメキシコより上位に来るはずである。 46そもそもタイでは配偶者が受け

取る相続財産は１億バーツ 47（約３億８千万円）以内であれば非課税となります。再

分配は制度的にも容易ではない。 

 世界全体でみると図３および図４（次頁）のとおりとなる。48この２つの図が示す

のは、世界の所得の 52％、世界の財産の 76％を、世界の人口の 10％ほどの億万長

者たちが握り、世界の人口の 50％を占める低所得者層の人たちは世界の所得全体の

わずか 8.5％、２％の財産を分け合っているという現状である。 

 定説ではジニ係数が 0.4 を超えると社会不安が発生するとされている。ロシア、

タイ、中国いずれも 0.4 を超えている。一方でこれらの国は軍部が力を持つ専制的

な政治システムで運営されている。一旦民主化されると既得権益層にとっては大変

な事態になる可能性が大きいと考えられる。ＳＤＧｓは理想を語るが、この標語こ

そが大きな圧力となっているのではないだろうか。今後の推移を興味を持ってフォ

ローする必要があるだろう。 

日本のジニ係数は２０１７年は所得税や固定資産税及び相続税など富裕層への

課税前の値は 0.5594。再分配後の数字は 0.3721 に低減している。再分配には相続

税、所得税、固定資産税等の徴税が手段となる。しかし、富裕層の抵抗にあい課税

を行う行政能力のない国々では不平等は野放しで進行してしまう。 49 

図 ３ ： 世 界 の 人 口 に 占 め る 億 万 長 者 ・ 中 間 層 ・ 低 所 得 層 の 割 合 5 0
      図 4： ２ ０ ２ １ 年 の 世 界 の 収 入 と 財 産 の 割 合 5 1

 

 

 
46 https://www.nikkei.com/article/DGXNASGM2703F_X21C13A2I00000/ 
47 https://arayz.com/old/columns/jga_tax_201810/#:~:text= 
48 https://spaceshipearth.jp/gini-coeffcient/ 
49 同上  
50 https://spaceshipearth.jp/gini-coeffcient/ 
51 同上  

 



 

図―４：所得再分配によるジニ係数改善の推移 

 

世界第 2 位の経済大国中国のジニ係数は２００８年には 0.491。南アフリカに次

ぐ世界第２位だった。２０２０年時点でも０．４６８。４位のチリより上位に来る。

52相続税がない中国では再分配機能に欠陥があると言わざるを得ない。 53 

さらに、シンガポール、マレーシア、オーストラリア、ニュージーランド、カナ

ダやスエーデンも相続税を非課税にしている。その狙いは富裕層をひきつけ、自国

の経済を活性化させること。こういった対応が図３、４の格差の固定化を招いてい

るといっても過言ではない。 

２０２０年の報告書ではコロナ禍は金融危機以降の所得の不平等縮小の成果を

帳消しにしかねない。新興市場と開発途上国の平均ジニ係数を６％上昇させる見込

みであり、世界人口に占める難民の割合を倍増させ、１０万人当たり３１１人が難

民になる（２０２０年）としている。ここにウクライナ戦争やアフガン難民が追い

打ちをかけていることはすでに述べたとおりである。さらに送金にかかるコストも

２０２０年の段階では送金額の６．５％にとどまっており、これを３％に圧縮する

必要があるとも指摘している。 54 

 

目標１１は居住環境の改善 

２０１５年以降は都市化が急速に進展し、スラムの人口は急増している。人口密

度が高いためコロナの蔓延が急速に進行。公共交通機関へのアクセスがない都市居

 
52https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/tanaka_osamu/China_report/2021
/20211007.html#:~:text= 
53 https://diamond.jp/articles/-/287880#:~:text= 
54https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 



住者は世界の６１０の都市人口の５０％に上り、公園など一息つける公共スペース

が自宅から４００メートル以内にある人口は世界人口の４６．７％にとどまってい

る。中でも東・東南アジアではわずか２６．８％。居住環境の改善には政府の積極

的な介入が必要。現状は２０１５年の時点から悪化していると言わざるを得ないの

である。 

スラム居住者の生活改善は MＤＧｓの目標７でも取り上げられており、２０１５

年時点ではサブ・サハラ・アフリカは変化なし。紛争の発生した西アジアでは２０

００年に比べて悪化している。 55 

コロナ禍はこれにさらに追い打ちをかけている。２０２０年の報告書によれば、

２０１８年の時点でスラムに暮らす人は１０億人強であるが、その過半数は東アジ

アおよび東南アジア（３億７，００万人）、サハラ以南アフリカ（２億、３８００万

人）、中央アジア・南アジア（２億２，６００万人）に暮らしている。２０２０年の

世界平均では道路と公共緑地の割合は１６％にとどまり、道路に３０％そして公共

緑地に１０－１５％を当てるという目標は達成されていない。１５６か国で都市計

画を策定しているもののこれが実施段階に入っているのは半数にとどまっている。

さらに公共交通機関（例：バス停）まで５００メートル以内、鉄道駅まで１０００

メートル以内に住んでいる世界の都市住民は２０１９年時点では半数にとどまって

いる。 56２０３０年までの目標達成は不透明である。 

 

 目標１２は環境に配慮した製造と無駄のない消費の徹底 

コロナの蔓延は医療廃棄物の増大をもたらしている。リモートワークに不可欠な

電気電子機器の廃棄物は一人当たり７．３KG に上る一方でリサイクルは１．３KG に

とどまっている（２０１９年には１．７ＫＧに改善 57）。食料も収穫ー発送ー保管ー

加工の過程で世界全体で１３．８％（４０００億ドル＝約４４兆円）の食品ロスが

発生。中でも輸送インフラの貧弱な中央・南アジアでは２０．７％のロスが発生し

ておりその改善は喫緊の課題となっている。 58 米国の食品ロスの量は農務省の調

査によると、食料供給量の３０から４０％に達し、２０１０年には６００億トン。

 
5 5  外務省ＨＰ https: / /www.mofa.go. jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol134/index.html 
56https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 
57https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 
5 8  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 



およそ１６兆円に達するとされている。 59しかも埋め立てられた食品からは CO２の

２１倍の温室効果を持つとされる大量のメタンガスが発生し、地球環境への影響も

甚大である。バイオ燃料として活用するなど早急な対策が求められる。 

 

目標１３は気候変動対策 

２０１９年、２０２０年、２０２１年と３年連続で森林火災、旱魃、洪水などの

異常気象が発生しその強度も増している。今世紀末には産業革命以前と比べて３．

２度の気温上昇が進むとの悲観的な予測は徐々に現実味を帯びてきている。コロナ

蔓延に伴う行動制限や人流の抑制にもかかわらず CO２の削減はパリ協定の目標の

年７．６％を下回る６％にとどまっている。すでにこの目標の達成には黄信号がつ

いている 60。ウクライナ戦争は状況の更なる悪化を招いている。日本を含めロシア

産天然ガスの購入をストップした国々の中には、石炭火力発電所を再稼働させ綱渡

りの電力供給を始めている。パリ協定で合意した産業革命以降の地球の気温上昇を

１．５度 C に抑えるという合意はもはや風前の灯火である。ヨーロッパアルプスの

氷河が溶け出し大規模ながけ崩れが発生したというニュースが不安を掻き立ててい

る。 61南極や北極の氷が解けているところから、一気に生活圏の中で被害が発生す

る状況に至っている。 

 

目標１４は海洋環境の保全 

酸性化の抑制、違法漁業取締による海洋資源の持続的な活用には赤信号がともっ

ているのが現状。62水産庁の HP によればサンゴ礁を取り巻く状況は近年において大

きな変化がみられるとしている。世界のサンゴ礁の 58%が人間の活動（沿岸開発、

生物資源の乱獲、海洋汚染、森林伐採や農地開発に起因する表土の流出など）によ

り脅かされているとのこと。また、温暖化等による大規模な白化現象や、巨大化す

る台風による破壊、オニヒトデなど食害動物による被害も報告され、サンゴを死滅

させている由。サンゴ礁の存亡は国内でも各地で深刻化している。 63 

２０２０年の報告書で特に目を引くのはデッドゾーンの増加である。デッドゾー

 
59 https://blog.losszero.jp/blogpost/news_0473/ 
6 0  同上  
6 1  https: / /www3.nhk.or.jp/news/html/20220704/k10013701691000.html 
6 2  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
63https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/tamenteki/kaisetu/moba/sango_genjou/ind
ex.html 



ンとは十分な酸素がないために海洋生物が生息できない海域のことであるがこれが

２００８年の４００か所から２０１９年には７００か所へと増加しているのである。

主に赤潮などの藻類の異常発生で引き起こされますが、原因となる洗剤や有機物に

よる海洋汚染に失敗した可能性が考えられます。放置されれば小規模漁業者など海

に頼って生活している数十億人の人々の生活が脅かされてしまう。 64 

近年プラスチックごみの海洋排出が問題となっている。世界のプラスチックの年

間生産量は過去 50 年間（１９６５－２０１５）で２０倍に拡大。３．８億トンとな

り全人類の体重に匹敵すると言われている。 65ジョージア大学の試算では２０１０

年の排出量の国別ランキングは１．中国（５９０８万トン）、２．アメリカ（３７８

３万トン）、３．ドイツ（１４４８万トン）４．ブラジル（１１８５万トン）５．日

本（７９９万トン）６．パキスタン（６４１万トン）７．ナイジェリア（５９６万

トン）９．ロシア（５８４万トン）、９．トルコ（５６０万トン）、１０．エジプト

（５４６万トン）としている。中国の排出量をコントロールすることが優先的な課

題であるが、経済成長か環境かという古典的な選択を迫られている。 66 

毎年８００万トンのプラスチックゴミが海洋に流出し、２０５０年にはその総量

が魚の重量を超えるという試算もあり、待ったなしの状況である。 67 

 

目標１５は陸と海の両方を視野に入れた生態系の保全 

具体的には森林伐採の取り締まり、野生動物の捕獲取り締まり、森林管理の徹底

と淡水資源の確保そして生物多様性と生態系の保全である。鳥インフルエンザやエ

ボラ出血熱は人畜共通の感染症で、野生生物の売買の過程で発生したといわれてい

る。コロナウイルスは蝙蝠が起源でセンザンコウを介してヒトに感染したと疑われ

ている。しかし森林減少は急速に進みつつあり野生生物の生息域までヒトが進出。

新たな感染症のリスクが高まっているだけでなく、この目標の達成はほぼ不可能な

状況に近づいている。 68さらに懸念されるのは温暖化が進みシベリアの永久凍土が

 
64https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 
65 https://www.mymizu.co/blog-ja/eco-with-kanae-state-of-plastic-waste-japan-
world?utm_source=GoogleAdGrants&utm_medium=PaidSearch&utm_campaign
=Destination&gclid=CjwKCAjw0dKXBhBPEiwA2bmObWbm8UOhINElBw7QAQ
AsTJy9HdlEXaX6s60WbHg7EGaPIf75H5p3bxoC2scQAvD_BwE 
66 https://graph-stock.com/ranking/plastic-waste-generation-2010/#:~:text= 
67 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf 
6 8  https: / /www.jfa.maff.go.jp/ j/kikaku/tamenteki /kaisetu/moba/sango_genjou/index.html 



溶け出すと、そこに閉じ込められていた炭疽菌など古代の細菌が復活し人類に災厄

をもたらすという説である。未知の細菌であり、急速にパンデミックを引き起こす

のではと懸念される 69。２０２２年７月２３日にはサル痘の蔓延が危惧されるとし

て WHO が緊急事態を宣言した 70。２０２０年１月３０日の新型コロナに続くもので

ある。 

２０２０年の報告書は国際自然保護連合（IUCN）のレッドリストに載っている生

物種の４分の 1 が絶滅の危機にあるとしている（両生類の 41％、針葉樹の 34%、サ

ンゴ礁の 33%、哺乳類の 26%、鳥類の 14％）。134,400 種のうちの 37,400 種である。

一方で保護区指定は遅れている。陸域の 43％、淡水域の 42％、山岳の 41％は保護

区に指定されているものの 2016－21 の 5 年間増加の動きは見られない。森林減少

は 2000－20 年の間に 1 億ヘクタールが失われたとされている。 71 

 

目標１６は平和と公正の実現 

２０１９年現在、戦争や迫害、紛争により居住地を追われ難民となった人々は７，

９５０万人で過去最多に達した。子供たちの４人に 1 人は出生登録ができずに法的

な身分を得られていない。2020 年 3 月国連事務総長はシリア内線の関係者に停戦を

呼びかけたが、コロナの蔓延により停戦監視が難航し問題は深刻化している 72。２

０２２年２月２４日に勃発したウクライナ戦争でこの数はさらに悪化し UNHCR の報

告によると居住地を追われた人々の数は２０２２年５月２３日の段階で１億人を超

えたとされている。 73アフガニスタンでのタリバンによる政権奪取によりさらに 50

万人の難民が発生。状況は深刻化している。 

2020 年の報告書は人身取引と児童労働に焦点を当てている。2020 年児童労働は 1

億６，０００万人に上り増加に転じたことを指摘している。さらに人権擁護のため

に活動する人が殺害された事例も２０２０年には３２か国３３１人に上るとしてお

り、２０１９年比で１８％増加したと報告している。 74 

 

 
6 9  https: / /www.nhk.jp/p/wdoc/ts/88Z7X45XZY/episode/te/KG7ZL5Z99R/ 
70 毎日新聞 https://mainichi.jp/articles/20220723/k00/00m/030/302000c 
71https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 
7 2  https: / /www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
73 https://www.unhcr.org/jp/47371-pr-220523.html 
74https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 



目標 17 は世界の国々及び人々のパートナーシップの促進 

これもコロナウイルスの蔓延が深刻な影響を及ぼしている。海外送金（2019－20

はマイナス２０％）、海外直接投資（2019－20 はマイナス４０％）、貿易（2019－20

はマイナス 32％の見込み）はいずれも停滞している。目標 9 でもふれたとおり、サ

プライチェーンは混乱し国際的にマーケットが分断されブロック化が進行している。

オンラインでネットへのアクセスが可能な人口は世界の 50％にとどまり、情報格差

も広がり始めている。MDGｓの時期、中国を中心に世界経済が送金、投資、貿易によ

り急速に拡大した当時の勢いは急速に失われている 75。 

ウクライナ侵攻に対する欧米の制裁は世界の決済手段を麻痺させ輸出入に大き

な打撃を与えている。WTO は２０２２年の貿易についての見通しを下方修正した。

原因として（1）ウクライナ侵攻による港湾インフラの破壊やそれに伴う貿易コスト

の増加（2）国際銀行間通信協会（SWIFT）からのロシアの銀行の排除（3）不確実性

の高まりに対し企業や消費者の防御反応としての総需要の減少を挙げている。 76 

一方で明るい兆しも見えてきた。２０２０年の低・中所得国への送金は２０２０

年には５，４００億ドルに達し２０１９年の５、４８６億ドルからの落ち込みは

1.6%にとどまっている。ただし、２０１９年の水準がそもそも低かったことを考え

れば手放しでは喜べない。２０％落ちるのではというところが１．６％のマイナス

にとどまったというだけで、縮小していることに変わりはない。ODA（政府開発援助）

の総額も１，６１０億ドルに達し過去最大に。ただし先進国の国民総所得の０．７％

にするという目標には届いていない。コロナ禍でネット接続は不可欠であるが、世

界の３７億人は取り残されている。海外直接投資も２０１９年の１兆５，０００億

ドルは２０２０年には１兆ドル未満にとどまり、世界の経済は縮小しつつある。ウ

クライナ戦争による決済システムの混乱は状況をさらに悪化させるだろう。 77 

 

日本の取り組み 

 最後は日本の取り組みについて触れていく。公益財団法人地球環境戦略研究機関

の２０２１年１０－１１月の調査では SDGs の目標５（ジェンダー平等）、８（持続

可能な経済成長と人間らしい雇用（decent work）の両立、１２（持続可能な生産と

 
75 https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 
76 ジェトロ HPhttps://www.jetro.go.jp/biznews/2022/04/815436e608e41879.html 
77https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_de
velopment/2030agenda/sdgs_report/ 



消費）、１３（気候変動対策）、１６（持続可能な開発のための平和で包摂的な社会

づくり）で日本企業の取り組みが進みつつあるとしている。 

 その背景として SDGｓについての認知が中間管理職と従業員ともに８０％到達し

たこと。ジェンダー平等に関連して制定された女性活躍推進法へのコンプライアン

スが意識され始めたこと（５関連）、働きがいと人権をつなげて考える企業団体が７

５％に達したこと（８関連）、メーカーと小売りが連携し使用済み容器・製品の回収

と再資源化が進みつつあること（１２関連）、２０５０年のカーボンニュートラルを

意識し事業戦略と計画を立てる企業が８割に達したこと（１３関連）、パワハラなど

の隠ぺいを許さない内部通報制度や懲戒手続きの明示化が進み、国内海外の社員へ

のヒアリング調査や下請け企業の人材育成についての課題がはっきりしてきたこと

（１６関連）があげられている。 78 

SDGs 推進への国際協力はどうだろう。力を入れているのはやはり日本の近代化過

程で課題を克服してきた領域である。具体的には目標４の質の高い教育の提供であ

る。日本ユネスコ協会の実施する世界寺子屋運動への支援を通じ（北部山岳地域コ

ミュニティー学習センター普及計画２００３－０５）基礎的な読解力・作文力・計

算力と実用的な生活技能の向上を図っている。同じ領域で実施された技術協力に「み

んなの学校プロジェクト」がある。そもそもはインドネシアの前期中等教育の質の

向上のために、国民教育省をカウンターパートとして２００９年―１３年に実施さ

れたプロジェクトが原型である。 79地域社会を巻き込んだ参加型学校運営を通じ、

地方行政機関、学校関係者及び父兄からなる学校運営委員会を通じ父兄の意見も取

り入れつつ教育内容を改善していく取り組みである。このモデルはニジェールでみ

んなの学校プロジェクトとして導入され、やがて隣国のマリやセネガルにも展開し

ていった。注目すべきは父兄の経済状況に配慮してミニマムアプローチというパッ

ケージが盛り込まれたことである。１．保護者会代表、学校運営委員会代表選出の

ための民主的選挙、２．同運営委員会による学校改善計画の策定―実施―評価、３．

学校運営委員会連合会による地域共通の課題の抽出と学校改善計画のモニタリング

（特に外部資金を使った活動のモニタリング）という三つのコンポーネントの実施

過程で父兄とともに計画能力・実施能力・透明性の確保・リーダーシップの育成を

 
78 https://www.iges.or.jp/jp/pub/sdgs-business-progress-2022-jp/ja 
79 https://www.jica.go.jp/project/indonesia/0800042/01/index.html 



図るというものである。 80父兄が中心となって子供が通う学校のインフラ、教育内

容、学校活動スケジュールの調整を行うもので、通いやすい立地のところに学校を

建設する、上の子から下の子に教科書を融通する、農繁期には休校にしてもらう、

読み書き計算ドリルを地域のボランティアが中心となって指導し成績を上げる（小

学 5 年の学力調査合格率が２００７年：４４％→２０１０年：６３．５％）81、女子

の修了率が向上した（２００７年：３５．８％→２０１０年：４２．６％）などの

成果が報告されている。 82 

第二次大戦後の貧困を乗り越えるために実施された生活改善運動も国際協力の

手法として活用されている（目標１関連）。女性を中心に生活改良普及員制度を設け、

燃料効率のいいかまどの導入や栄養改善、農家を訪問して一緒に問題を解決するフ

ァシリテーションは集団研修「農村女性能力向上コース」でも取り上げられ、途上

国の行政官が生活改善普及員（当時）の方々を訪問し交流しヒントを得る機会を与

えている。 

そのほか飲んで安全な水を供給するプロジェクトとしてカンボジアのプノンペ

ン市水道公社への支援が注目されている（都市型給水）。１９９３年に基本計画を策

定。１９９４－２００３の間３度の無償資金協力による施設整備、２００３－６年

の間水道技術者を育てる技術協力を実施。２００４年には蛇口から飲める水質を達

成した。 

プノンペン市水道公社の総裁はアジアのノーベル賞といわれるマグサイサイ賞

を２００６年に授与され、このモデルは２００９－１４年の間円借款によりプノン

ペンからニロート地区にも展開。この成功は「プノンペンの奇跡」と呼ばれ世界的

評価を博した。技術協力、無償資金協力、円借款を三位一体として機能させ、カン

ボジア側の成長に寄り添って手段を組み合わせ首都から地方都市に展開した好事例

として今なお語り継がれている。 83 

 村落給水の領域ではセネガルで実施されたのは住民主体の水利用者組合の育成と

供水システムの持続可能な管理制度の開発である。技術協力プロジェクトを通じ住

 
80 原雅裕 西アフリカの教育を変えた日本発の技術協力 ダイヤモンド社 ２０

１１年、８４頁。  
81 フランス語圏アフリカの小学５年生の学力調査  
82 https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/12084158_01.pdf 
83 https://www.jica.go.jp/publication/pamph/issues/ku57pq00002izsm8-
att/japanbrand_05.pdf 



民が主体となって施設を維持管理する仕組みの整備、住民自ら料金を徴収し積み立

て、自力で故障に対応するとともに女性や少数民族へも配慮する仕組みづくり、同

組合を活用しコミュニティの抱えるほかの問題の解決にも役立てる活動の展開など、

開発のエンジンとしての役割も担わせるなど組織力を活かす試みが行われている。

そもそもはベルギーの開発した住民参加型給水施設運営管理組織（アジュフォール：

Association des Usagers de Forages）を改良した組合であるが、日本の技術協力

を通じてよりきめの細かい配慮がなされるようになった。 84 

５s（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）は日本の製造業で発展した品質管理手法

であるが（目標１２関連）、この手法は現在アフリカ１５か国を対象に「きれいな病

院プログラム」の中で生かされている。タンザニアの病院では５s の導入の結果み

ずから問題を発見し対策を立てる力が身に付き、そのモデルは全国の病院に導入さ

れるまでになった。 

世界三大感染症の一つであるマラリアは今も克服されていない。アフリカでは特

に深刻である。SDGｓの目標３（健康の向上）とも関連しているが、住友化学と協働

し蚊帳（オリセットネット）の普及を後押ししている。 

健康水準の向上の領域では母と子の健康増進に焦点を当てた日本の技術協力が

ある。母子手帳を使って母親を教育し子供の健康を守るという国際協力はまずはイ

ンドネシアで実施された。１９９６年当時のインドネシアの乳児死亡率（１歳未満

死亡率）は１０００人当たり４７人。他のアセアン諸国に比べるとひどい状況だっ

た。日本の協力開始後２００２年には３５人、２０１３年には２５人に改善した。

妊産婦死亡率も１９９０年の１０万人当たり６５０人が２００２年には３０７人、

２００７年には２２８人、２０１３年には１９０人と劇的に低下した。日本の母と

子の健康手帳プロジェクトの開始は１９８９年。その後２０年にわたって協力が行

われ、その間保健師協力隊員３０名を派遣するなどした結果、全国３３州のうち手

帳を導入した州は２３州に広がり、２００４年には全国に健康手帳が導入された。

２００８年時点で出産を控えた、あるいは新生児を抱えた婦人の５０％が手帳を手

にするに至った。 

その間様々な工夫が盛り込まれ、手帳を欠かせない道具として使えるように改良

された。（１）非識字者でも使えるようイラストや写真を多用、（２）イラストに男

 
84 同上  



性を登場させ、男性の果たすべき役割を示唆、（３）標準語ではなく地域ごとの言語

を使い、内容もその地域の健康維持の課題を反映させ、子供の最大の死因である下

痢と気管支炎に注力、（４）母親学級を組織し、手帳の記入指導を実施、（５）収入

が貧困ライン以下の家庭には手帳の提示で低体重児のための栄養補助食品を割引価

格で購入できる仕組みを導入するなどである。手帳への記入が進んだおかげで緊急

時の紹介・搬送の際の情報伝達の効率化が実現したとされている。手帳の普及はイ

ンドネシアからやがてラオス、バングラデシュ、アフガニスタン、パレスチナ、モ

ロッコそして西アフリカまで広がり母親教育を通じて健康を改善する日本の国際協

力ツールとして展開している。なお、最初に手帳が導入されたインドネシアでは毎

年９月インドネシアの経験を紹介するセミナーがバリ島で開かれ、ケニアなど東ア

フリカ諸国の行政官も参加しさらに受け入れ国が増える予兆が出てきている。 

循環型社会の構築は目標１７でも取り上げられている。特に廃棄物処理について

は「MOTTAINAⅠ」を標語に３R（Reduce,Reuse,Recycle）を展開。市町村レベルにま

で下りて３R の徹底のための計画づくりや住民の環境教育（例：フィジー「廃棄物

減量化・資源化促進プロジェクト ２００８－１２」）を展開。その成果を途上国に

広く普及させようとしている。 85 

日本は環境管理分野の国際協力で長い経験を有している。１９９３年１月１日か

ら１９９７年１２月３１日までの５年間、インドネシアで実施されたインドネシア

環境管理センタープロジェクトでは、１９９５年に無償資金協力で施設が完成した

のに続いて５年間のプロジェクト方式技術協力が行われた。静岡県立大学の松下教

授（生活健康科学研究科）と環境庁の行った終了時評価の結果は、協力の規模・タ

イミング・支援体制・他援助機関との協働はいずれも順調で、インドネシア側の資

金面及び人的資源面での自助努力に支えられ、成果が順調に発現したとしている（効

率性良好）。 

人材育成面でも大気、水質、有害物質検知の領域でサンプルデータを取り解析す

る能力が十分に育ったとされているもののインドネシア各地の類似センターとのネ

ットワーク運営にはさらなる研修と経験の蓄積を意欲的に進める必要性を指摘して

いる（目標達成度良好）。 

技術協力の結果環境保全の重要性が認知され、新環境法の整備及び施行が準備さ

 
85 https://www.jica.go.jp/aboutoda/sdgs/knowledge.html 



れているとしている（効果発現良好）。 

プロジェクトの実施時期及び環境保全の推進という目的は、インドネシアが高度

経済成長期に入り環境問題が表面化する時期に当たり時宜を得たとしている（妥当

性良好）。加えて国家環境モニタリング計画の作成や地方ラボラトリーの整備など

当初予定にないものまで実施することで効果を広げることができたとしている（妥

当性良好）。 

プロジェクト終了時において、制度的、財務的、技術的な自立の見通しは立って

おりあとは適宜の支援で十分自立できるとしている（自立発展性良好）。 86 

こういった経験、中でも相手側のリソースの限界を見極めつつ人材育成を進め、制

度を整え、財務面でも重要性を訴え予算を確保する経験は、海洋環境の保全にも十

分応用できるものと考えられる。 

海洋プラスチックゴミの管理で問題になるのは、オープンダンピング施設からの

流出である。国際協力機構の地球環境部環境管理グループは 2020 年 12 月から 22 年

2 月までタイで海洋ゴミのモニタリング調査を実施。支援ニーズの所在について報

告している。それによると全国 2,600 か所の最終処分場のうち地面にゴミを積み下

ろして投棄するだけのオープンダンピング方式のものは 54％、適正な廃棄物管理が

なされていない状況にあります。結果、陸域から河川等を通じて海洋に流出する廃

棄物は年 41 万トンに上ると推計され、世界 6 位の発生量とされている。 

タイの制度では海洋ゴミは廃棄物統計に含まれておらず、流出後のごみのモニタ

リングから始める必要があります。その結果明らかになった課題は（1）海洋ゴミモ

ニタリングを規定した法制度の整備、（2）回収、処理、モニタリングの責任の所在

の明確化（国・自治体・住民）、（３）越境ゴミ、漂流・漂着ごみの処理責任の明確

化、（4）関係主体の連携方法の確立、の必要性である。他の ASEAN 諸国が抱えてい

る課題も共通すると考えられることから、まずは東アジア海洋調整機関のあるタイ

でモデルづくりを進め他の国に広げていくのが望ましいとしている。 

マイクロプラスティックについては流出源のインベントリ作成がまずもとめら

れ、続いて下水処理場の改善、海洋ゴミに特化した漂着物や越境ゴミの処理責任の

明確化、データ化と中央政府の報告、漁業者への啓発（養殖施設の材料や設置位置

関連）標準モニタリングマニュアルの作成と ASEAN 域内各国での採用働きかけの順

 
86 https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/11473154_01.pdf 



に促進すべきとしている。越境ゴミは他国からくるものもあるため、各国協働の枠

組みがどうしても必要となる。今後の地球環境部環境管理グループの活躍に期待し

て本稿を終えることとする。 87 

 

おわりに 

これまでの議論を簡単にまとめると以下の表―２となる。黄色のセルは達成度が

最も高い地域。一方灰色のセルは地域間比較で最も達成度が低い地域を表している。

SDGｓの１－４（貧困軽減、飢餓の撲滅、健康向上、普遍的初等教育の達成、）７－

９（持続可能なエネルギーへのアクセス、経済成長と雇用、インフラ構築と産業育

成）１１（スラムの生活改善）はアフリカが苦戦している。１３（気候変動）と１

５（陸上生態系保全）は大洋州が苦戦している。資源国オーストラリアの森林火災

や石炭輸出が影響していると考えられる。１０（国内および隣国との不平等改善）

１６（司法へのアクセス）は中南米が苦戦している。特にグアテマラやホンジュラ

スなど政治家と反社会的組織(las malas)の結託により家を追われる市民が大量に

発生し、難民化するなど憂慮すべき事態が発生している。多くがメキシコに押し寄

せ、隙あらば米国へ密入国しようと機会をうかがっている。１２（持続可能な生産

と消費）は北米が苦戦している。大量生産・大量消費を謳歌するライフスタイルが

影響しているとみられる。 

これまでの議論を要約すれば２０３０年までにすべての目標を達成できるのか、

悲観的な状況と言わざるを得ない。 88しかし策はあるはず。日本は SＤＧｓの 

進展に如何に貢献するか。日本の安全保障のため軍事力強化を求める声が高まる今、

ODA の中に軍事協力を持ち込みこれまでの国際協力の姿勢を抜本的に見直し、米国

とより緊密に協働するか、それとも過去に達成した成功事例をたどりつつその成功 

表２：SDGｓの大陸別達成状況 出典：SDG INDEX & DASHBOARDS（SDSN） 

 

 

 

 

 
87 https://www.jica.go.jp/activities/issues/env_manage/ku57pq00001qnsb9-
att/haiki_47.pdf 
88 https://esibla.or.jp/info/sdgs-achievement-situation-by-area/ 

 



の要因、中でも地域社会を巻き込みつつ合意形成をし、行政と力を結集して問題解

決に当たり、地域住民自らに問題解決能力を育てるという方向を堅持するか。答え

はおのずと明らかである。日本の強みは、草の根から合意を形成し、行政のガバナ

ンスを支えるところにある。 

最後に、日本の現地行政機関との協働の様子を表す事例を故平井慎介氏 89の「技

術移転考」からインドネシアでの事例を紹介して本稿を結ぶ。以下引用。 

国際協力基金の楠田さんが次のように言ったことがある。「技術というものは結局のとこ

ろ文化の移転が伴わなければ移転しないものだな」それにしても面白い見方があるものだ。

いったい何が楠田さんにそのような見方をさせたのだろうか。ボゴールの農業研究協力は２

０年近い協力の歴史を持っている。その間喜怒哀楽いろいろなことがあったろう。今でもな

お、他のプロジェクトと同様に現場では苦労の連続である。プロジェクトに割り当てられる

インドネシア側の予算は所要額の２０％にも満たない。国際協力事業団（JICA）からの機材 

にしてもなかなか思うにまかせない。あれも足りない、これもないと文句ばかり言っても仕

方がないのでインドネシアのカウンターパート（C/P）と頭を突き合わせてどう問題を解決し

ていくかを話し合うしか方法がないのである。不思議なことに、日本人専門家もインドネシ

アの C/P も見た目ではそれを苦にしているようには見受けられないのである。むしろ解決方

法を探すのを楽しんでいるようにすら見えるのである。長い歴史と知恵によるものか、おた

がいのシステムや考え方を承知している。その上に立ってどうするべきかを議論しているの

である。これだなと思った。 90 

 

ここで描写されているのは、現在得られるリソースを所与のものとして、現地で

考えうる解決策を考案し、試行し、評価する。そしてその中から実際に機能するも

のを選択していく現場主義の姿勢である。この作業を通じ、所与の環境の中で機能

する問題解決策を PLAN-DO-SEE-CHECK する文化を根付かせ、改善を図る姿勢である。

国際協力総合研修所調査研究家では、派遣専門家５０００人の中で、派遣事業部か

ら特に高い成果を上げたとされる３０人を抽出し、赴任から離任までの行動特性の

共通パターンを洗い出した。 91 

 
89 農林水産省行政官、トリニダードトバゴで派遣専門家を経験、その後 JICA 企

画部長、ナイジェリア大使。原因不明の熱帯病で逝去。  
90 平井慎介 技術移転考 国際協力出版会 ｐｐ。１４－１６、１９８９年  
91 国際効力総合研修所調査研究課、プロセスマネージメントのためのモニタリン

グ・評価手法に関する基礎研究、国際協力総合研修所、１９９７年 3 月、本研究



そこには以下の特徴がありた。（１）自室にこもらず、受け入れ先の複数部署を回

る、あるいは、現場出張にできる限り同行し、コミュニケーションを積極的にとる

（２）簡単な課題に対応して見せ、受け入れ先から技術面での信頼性を獲得する（３）

いずれ任期が終わるときのことを考え、現地に作業チーム（TASK FORCE）を作り主

体性を育成する（４）具体的な課題を題材に議論を重ね、問題認識をしっかり擦り

合わせる、というもの。実施機関を支える人材及びユニットを育成し、制度を機能

させるところまでもっていくいうものである。上述の「プノンペン都市給水」「セネ

ガル村落給水」「みんなの学校のミニマム・パッケージ」「母子手帳活用の促進策の

考案」「環境管理センターづくり」「タイにおけるプラごみ対策づくり」「5s による

現場作業の効率化」のいずれも機能するモデルを作り横に広げていくアプローチで

あるが、上述の（１）から（４）のアプローチは、そのどれにも共通している。 

一言にまとめよう。う。Think together, Act together, Review together。協働

作業を通じて問題の発見―対策の絞り込み―試行―効果的な手段の選別を行い問題

解決力を育てる。そしてその中で得られた達成感の共有と心のふれあいを大切にす

る姿勢。ODA と軍事協力の合体などという突飛な方向に迷い込むのではなく、従来

の姿勢を是非とも堅持すべきと提言して本稿を結ぶ。 
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 SDGｓhttps://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標５関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

外務省ＨＰ

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol134/index.html 

Global Gender Gap Report 2022 

https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2022.pdf 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab



le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標６関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

https://www.thehindu.com/news/international/Bangladesh-stops-open-

defecation-to-a-large-extent-in-just-over-a-decade/article60462918.ece 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標７関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

環境エネルギー政策研 https://www.isep.or.jp/archives/library/13188#_ftn1  

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標８関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

NHK 国際報道２２ ６月１５日 債務の罠のスリランカ赤く染まるインド洋の

真珠 

https://www.nhk.jp/p/kokusaihoudou/ts/8M689W8RVX/list/?pastOffset=20 

国際開発ジャーナル２０１８年６月号（Ｎｏ．７３８４－５頁） 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標９関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

JETRO 調査

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/02c17da085612c3a/2019002

5.pdf 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 



 

 

目標１０関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

https://jp.knoema.com/atlas/%E3%82%BF%E3%82%A4/topics/%E8%B2%A7%E5%9B%B

0/%E6%89%80%E5%BE%97%E6%A0%BC%E5%B7%AE/GINI%E6%8C%87%E6%95%B0 

https://www.nikkei.com/article/DGXNASGM2703F_X21C13A2I00000/ 

https://arayz.com/old/columns/jga_tax_201810/#:~:text=  

https://spaceshipearth.jp/gini-coeffcient/ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/19/backdata/01-01-08-

09.html 

https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/tanaka_osamu/China_report/20

21/20211007.html#:~:text= 

https://diamond.jp/articles/-/287880#:~:text= 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

外務省ＨＰ

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf 

 

目標１１関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

外務省ＨＰ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol134/index.html 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/  

目標１２関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

米国の食品ロス https://blog.losszero.jp/blogpost/news_0473/ 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 



目標１３関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

NHK  https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220704/k10013701691000.html 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標１４関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

水産庁 HP 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/tamenteki/kaisetu/moba/sango_genjou

/index.html 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標１５関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

NHK  https://www.nhk.jp/p/wdoc/ts/88Z7X45XZY/episode/te/KG7ZL5Z99R/ 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/tamenteki/kaisetu/moba/sango_genjou

/index.html 

 

目標１６関連 

https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

UNHCR  https://www.unhcr.org/jp/47371-pr-220523.html 

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

目標１７関連 



https://www.sdgindex.org/reports/sustainable-development-report-2020/ 

ジェトロ HP 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/04/815436e608e41879.html  

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainab

le_development/2030agenda/sdgs_report/ 

 

そのほか 

https://www.jica.go.jp/aboutoda/sdgs/knowledge.html 

https://www.jica.go.jp/project/indonesia/0800042/01/index.html 

原雅裕 西アフリカの教育を変えた日本発の技術協力 ダイヤモンド社 ２０

１１年、８４頁。 

https://www.jica.go.jp/publication/pamph/issues/ku57pq00002izsm8-

att/japanbrand_05.pdf 

国際協力機構「日本の保健医療の経験 途上国の保健医療改善を考える」２０

０４年３月 

駒澤牧子「日本の地域保健アプローチから学ぶこと―途上国のプライマリーヘ

ルスケアの推進に向けて」、国際協力研究 Vol２０.No.１（通巻３９号）

2004,pp.17-25 

小原博「三次医療機関における地域医療指導の試み」国際協力研究 

Vol.18No1,2002 

国際協力事業団「特定テーマ評価 人口・保健医療分野」p.7.2000 

https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/11473154_01.pdf  

https://www.jica.go.jp/activities/issues/env_manage/ku57pq00001qnsb9-

att/haiki_47.pdf 

平井慎介 技術移転考 国際協力出版会 ｐｐ。１４－１６、１９８９年 

 

国際協力総合研究所調査研究課、 

「プロセスマネージメントのためのモニタリング・評価手法に関する基礎研 

究」、国際協力総合研修所、１９９７年 3 月 


